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子 発 0 6 1 5 第 １ 号 

障 発 0 6 1 5 第 １ 号 

令和４年６月 15 日 

 

    都 道 府 県 知 事 

各  指 定 都 市 市 長    殿 

   中 核 市 市 長    

   児 童 相 談 所 設 置 市 市 長 

 

厚生労働省子ども家庭局長 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

「児童福祉法等の一部を改正する法律」 

の公布について（通知） 

 

 

「児童福祉法等の一部を改正する法律」（令和４年法律第 66 号。以下「改正法」という。）

については、本年６月８日に国会で可決・成立し、本日公布されたところである。改正の

趣旨及び概要は下記のとおりであり、十分御了知の上、関係者、関係団体等に対し、その

周知徹底をお願いする。また、都道府県知事におかれては、管内市町村（特別区を含む。

以下同じ。）への周知徹底を併せてお願いする。 

改正法は、一部の規定を除き、令和６年４月１日から施行することとしている。今後、

必要な政省令等の改正を行い、その内容について別途通知する予定である。また、改正法

の施行に際しての留意点、その内容等を踏まえた通知改正等についても、別途通知する。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定に基

づく技術的助言である。 

 

記 

 

第一 改正の趣旨 

  児童等に対する家庭及び養育環境の支援を強化し、児童の権利の擁護が図られた児童

福祉施策を推進するため、要保護児童等への包括的かつ計画的な支援の実施の市町村業

務への追加、市町村における児童福祉及び母子保健に関し包括的な支援を行うこども家

庭センターの設置の努力義務化、一時保護開始時の要件及び手続の整備、入所措置や一

時保護の決定時における児童の意見聴取等の手続の整備、児童自立生活援助の対象者の

年齢制限の緩和、児童に対するわいせつ行為を行った保育士の再登録手続の厳格化等の

措置を講ずる。 
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第二 改正法の主な内容 

一 児童福祉法の一部改正 

  １ 市町村による包括的な支援のための体制の強化等に関する事項 

    （一） 市町村の業務として、児童及び妊産婦の福祉に関し、心身の状況等に照らし

包括的な支援を必要とすると認められる要支援児童及びその保護者、特定妊婦

等に対して、これらの者に対する支援の種類及び内容その他の事項を記載した

計画の作成その他の包括的かつ計画的な支援を行うものとした。（第 10 条第１

項第４号関係） 

    （二） 市町村は、こども家庭センターの設置に努めなければならないものとし、当

該センターは、児童及び妊産婦の福祉に関する包括的な支援を行うことを目的

とするとともに、家庭からの相談に応ずること、（一）の計画の作成その他の

包括的かつ計画的な支援を行うこと、関係機関との連絡調整、児童及び妊産婦

の福祉並びに児童の健全育成に資する支援を円滑に行うための体制の整備等の

業務を行うほか、（三）の地域子育て相談機関と密接に連携を図るものとした。

（第 10 条の２関係） 

    （三） 市町村は、地域の住民からの子育てに関する相談に応じ、必要な助言を行う

ことができる地域子育て相談機関（保育所、認定こども園、地域子育て支援拠

点事業を行う場所等であって、的確な相談及び助言を行うに足りる体制を有す

ると市町村が認めるものをいう。以下この（三）において同じ。）の整備等に

努めなければならないものとし、地域子育て相談機関は、必要に応じ、こども

家庭センターと連絡調整を行うとともに、地域の住民に対し、子育て支援に関

する情報提供を行うよう努めなければならないものとした。（第 10 条の３関係） 

    （四） 保育所は、地域の住民に対して、その行う保育に関し情報の提供を行わなけ

ればならないものとした。（第 48 条の４第１項関係） 

  ２ 児童等に対する支援の充実等に関する事項 

    （一） 障害児通所支援に関する事項 

      （１） 肢体不自由のある児童を支援の対象とした医療型児童発達支援について全

ての障害児を対象とする児童発達支援に一元化するものとした。（第６条の

２の２第２項関係） 

      （２） 放課後等デイサービスの対象となる障害児に、専修学校等に就学している

障害児のうち、その福祉の増進を図るため、授業の終了後又は休業日におけ

る支援の必要があると市町村長（特別区の区長を含む。）が認める者を加え

るものとした。（第６条の２の２第３項関係） 

      （３） 児童発達支援センターは、地域の障害児の健全な発達において中核的な役

割を担う機関として、障害児を日々保護者の下から通わせて、高度の専門的

な知識及び技術を必要とする児童発達支援を提供し、あわせて障害児の家族、

指定障害児通所支援事業者その他の関係者に対し、相談、専門的な助言その

他の必要な援助を行うことを目的とする施設であることを明確化するものと

した。（第 43 条関係） 

    （二） 児童自立生活援助事業の対象者等に関する事項 
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        児童自立生活援助事業について、事業の実施場所を拡充するほか、満 20 歳以上

の措置解除者等であって政令で定めるもののうち、大学の学生であることその他

のやむを得ない事情により児童自立生活援助の実施が必要であると都道府県知事

が認めたものを対象とするものとした。（第６条の３第１項関係） 

    （三） 都道府県又は市町村等による事業の実施等に関する事項 

      （１） 新たに創設する事業 

        イ 親子再統合支援事業とは、親子の再統合を図ることが必要と認められる児童

及びその保護者に対して、児童虐待の防止に資する情報の提供、相談及び助言

その他の必要な支援を行う事業をいうものとした。（第６条の３第 15 項関係） 

        ロ 社会的養護自立支援拠点事業とは、措置解除者等又はこれに類する者が相互

の交流を行う場所を開設し、これらの者に対する情報の提供、相談及び助言並

びにこれらの者の支援に関連する関係機関との連絡調整その他の必要な支援を

行う事業をいうものとした。（第６条の３第 16 項関係） 

        ハ 意見表明等支援事業とは、４の（二）の意見聴取等措置の対象となる児童の

入所の措置又は一時保護等の措置（３の（四）及び４において「入所措置等」

という。）を行うことに係る意見又は意向及び入所の措置その他の措置が採ら

れている児童その他の者の当該措置における処遇に係る意見又は意向について、

児童の福祉に関し知識又は経験を有する者が、意見聴取その他これらの者の状

況に応じた適切な方法により把握するとともに、これらの意見又は意向を勘案

して児童相談所、都道府県その他の関係機関との連絡調整その他の必要な支援

を行う事業をいうものとした。（第６条の３第 17 項関係） 

        ニ 妊産婦等生活援助事業とは、家庭生活に支障が生じている特定妊婦その他こ

れに類する者及びその者の監護すべき児童を、生活すべき住居に入居させ、又

は当該事業に係る事業所その他の場所に通わせ、食事の提供その他日常生活を

営むのに必要な便宜の供与、児童の養育に係る相談及び助言、母子生活支援施

設その他の関係機関との連絡調整、特別養子縁組に係る情報の提供その他の必

要な支援を行う事業をいうものとした。（第６条の３第 18 項関係） 

        ホ 子育て世帯訪問支援事業とは、要支援児童の保護者等に対し、その居宅にお

いて、子育てに関する情報の提供並びに家事及び養育に係る援助その他の必要

な支援を行う事業をいうものとした。（第６条の３第 19 項関係） 

        ヘ 児童育成支援拠点事業とは、養育環境等に関する課題を抱える児童について、

当該児童に生活の場を与えるための場所を開設し、情報の提供、相談及び関係

機関との連絡調整を行うとともに、必要に応じて当該児童の保護者に対し、情

報の提供、相談及び助言その他の必要な支援を行う事業をいうものとした。（第

６条の３第 20 項関係） 

        ト 親子関係形成支援事業とは、親子間における適切な関係性の構築を目的とし

て、児童及びその保護者に対し、当該児童の心身の発達の状況等に応じた情報

の提供、相談及び助言その他の必要な支援を行う事業をいうものとした。（第

６条の３第 21 項関係） 

      （２） 事業の拡充 
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        イ 子育て短期支援事業について、保護者の心身の状況、児童の養育環境その他

の状況を勘案し、児童と共にその保護者に対して支援を行うことが必要である

場合にあっては、当該保護者への支援を行うことができるものとした。（第６

条の３第３項関係） 

        ロ 一時預かり事業について、子育てに係る保護者の負担を軽減するため、保育

所等において一時的に預かることが望ましいと認められる乳児又は幼児をその

対象者として含むものとした。（第６条の３第７項関係） 

      （３） 事業に関する手続等 

        イ 都道府県又は市町村は、（１）の事業が着実に実施されるよう、必要な措置

の実施に努めなければならないものとした。（第 21 条の９、第 23 条の２及び

第 33 条の６の２関係） 

        ロ 市町村、都道府県の設置する福祉事務所の長及び児童相談所長は、（１）の

ロの事業の実施が適当であると認める者を、当該事業の実施に係る都道府県知

事に報告するものとし、福祉事務所を設置していない町村又は都道府県の設置

する福祉事務所の長及び児童相談所長は、（１）のニの事業の実施が適当であ

ると認める者を、それぞれ、当該事業の実施に係る都道府県知事に報告し、又

は都道府県知事若しくは市町村の長に報告し、若しくは通知するものとし、児

童相談所長は、（１）のホからトまでの事業又は（２）のロの事業の実施が適

当であると認める者を、当該事業の実施に係る市町村の長に通知するものとし

た。（第 25 条の７、第 25 条の８及び第 26 条第１項関係） 

        ハ （１）のロ若しくはニの事業を行う都道府県又は（１）のニの事業を行う市

若しくは福祉事務所を設置する町村は、それぞれ、ロ若しくは四による報告を

受けた児童等について、又はロ若しくは四による報告若しくは通知を受けた妊

産婦等について、必要があると認めるときは、これらの者に対し、当該事業の

利用を勧奨しなければならないものとした。（第 23 条の３及び第 33 条の６の

３関係） 

        ニ 国及び都道府県以外の者による（１）のイからニまでの事業、市町村、社会

福祉法人その他の者による（１）のホ及びトの事業並びに国、都道府県及び市

町村以外の者による（１）のヘの事業の実施に係る届出手続等について規定す

るものとした。（第 34 条の７の２～第 34 条の７の７、第 34 条の 11、第 34 条

の 17 の２及び第 34 条の 17 の３関係） 

    （四） 市町村による利用勧奨及び措置 

      （１） 市町村は、１の（一）の計画が作成された者その他の子育て短期支援事業、

養育支援訪問事業、一時預かり事業、子育て世帯訪問支援事業、児童育成支

援拠点事業又は親子関係形成支援事業（以下この（四）において「家庭支援

事業」という。）の提供が必要であると認められる者について、当該者に必

要な家庭支援事業（当該市町村が実施するものに限る。）の利用を勧奨し、

及びその利用ができるよう支援しなければならないものとした。（第 21 条の

18 第１項関係） 

      （２） 市町村は、（１）の者が、（１）の勧奨及び支援を行っても、なおやむを得
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ない事由により当該勧奨及び支援に係る家庭支援事業を利用することが著し

く困難であると認めるときは、当該者について、家庭支援事業による支援を

提供することができるものとした。（第 21 条の 18 第２項関係） 

  ３ 都道府県等による支援に関する事項 

    （一） 里親支援に関する事項 

      （１） 児童福祉施設として、里親支援センターを追加するものとした。（第７条

第１項関係） 

      （２） 里親支援センターは、里親支援事業を行うほか、里親及び里親に養育され

る児童並びに里親になろうとする者について相談その他の援助を行うことを

目的とする施設とし、同センターの長は、当該事業及び当該援助を行うに当

たっては、都道府県等の関係機関と相互に協力し、緊密な連携を図るよう努

めなければならないものとした。（第 44 条の３関係） 

    （二） 措置解除者等の自立支援 

        都道府県の業務として、措置解除者等の実情を把握し、その自立のために必要

な援助を行うものとした。（第 11 条第１項第２号ヌ関係） 

    （三） 障害児入所支援に関する事項 

      （１） 都道府県は、障害児入所施設に在所している障害児等が、障害福祉サービ

ス等を利用しつつ自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、

自立した日常生活又は社会生活への移行について、市町村その他の関係者と

の協議の場を設け、市町村その他の関係者との連携及び調整を図ることその

他の必要な措置を講じなければならないものとした。（第 24 条の 19 第４項

関係） 

      （２） 都道府県は、障害児入所給付費等の支給を受けている者又は措置により障

害児入所施設に在所等している者であって、障害福祉サービス等を利用しつ

つ自立した日常生活又は社会生活を営むことが著しく困難なものについて、

満 20 歳に到達してもなお引き続き指定入所支援を受けなければ、又は障害児

入所施設に在所させる等の措置を採らなければその福祉を損なうおそれがあ

ると認めるときは、当該者が満 23 歳に達するまで、引き続き障害児入所給付

費等を支給し、又は障害児入所施設に在所させる等の措置を採ることができ

るものとした。（第 24 条の 24 第２項及び第 31 条の２関係） 

    （四） 関係機関への協力の求めに関する事項 

        都道府県知事又は児童相談所長は、入所措置等に関して必要があると認めると

きは、地方公共団体の機関、病院、診療所、医学に関する大学（大学の学部を含

む。）、児童福祉施設、入所措置等に係る児童が在籍する又は在籍していた学校

その他の関係者に対し、資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求

めることができるものとし、これらの協力等を求められた者はこれに応ずるよう

努めなければならないものとした。（第 33 条の３の２関係） 

  ４ 児童の権利の擁護に関する事項 

    （一） 都道府県の業務として、入所措置等その他の措置の実施及びこれらの措置の

実施中における処遇に対する児童の意見又は意向に関し、都道府県児童福祉審
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議会その他の機関の調査審議及び意見の具申が行われるようにすることその他

の児童の権利の擁護に係る環境の整備を行うものとした。（第 11 条第１項第２

号リ関係）  

    （二） 都道府県知事又は児童相談所長は、児童に入所措置等を採る場合又は入所措

置等を解除し、停止し、若しくは他の措置に変更する場合等においては、児童

の最善の利益を考慮するとともに、児童の意見又は意向を勘案して入所措置等

を行うために、あらかじめ、年齢、発達の状況その他の当該児童の事情に応じ

意見聴取その他の措置（以下この（二）において「意見聴取等措置」という。）

をとらなければならないものとした。ただし、児童の生命又は心身の安全を確

保するため緊急を要する場合で、あらかじめ意見聴取等措置をとるいとまがな

いときは、児童に入所措置等を採り、又は入所措置等を解除し、停止し、若し

くは他の措置への変更等を行った後速やかに意見聴取等措置をとらなければな

らないものとした。（第 33 条の３の３関係） 

  ５ 一時保護に関する事項 

    （一） 一時保護開始時の要件及び手続の整備に関する事項 

      （１） 児童相談所長は、児童虐待のおそれがあるとき、少年法第６条の６第１項

の規定により事件の送致を受けたときその他の内閣府令で定める場合であっ

て、必要があると認めるときは、児童の一時保護を行い、又は適当な者に委

託して、当該一時保護を行わせることができるものとした。（第 33 条第１項

関係） 

      （２） 都道府県知事は、（１）の場合であって、必要があると認めるときは、児童

相談所長をして、児童の一時保護を行わせ、又は適当な者に当該一時保護を

行うことを委託させることができるものとした。（第 33 条第２項関係） 

      （３） 児童相談所長又は都道府県知事は、（１）又は（２）による一時保護を行う

ときは、次に掲げる場合を除き、一時保護を開始した日から起算して７日以

内に、（１）の場合に該当し、かつ、一時保護の必要があると認められる資

料を添えて、これらの者の所属する官公署の所在地を管轄する地方裁判所、

家庭裁判所又は簡易裁判所の裁判官に（４）の一時保護状を請求しなければ

ならないものとした。この場合において、一時保護を開始する前にあらかじ

め一時保護状を請求することを妨げないものとした。（第 33 条第３項関係） 

        イ 当該一時保護を行うことについて当該児童の親権を行う者又は未成年後見人

の同意がある場合 

        ロ 当該児童に親権を行う者又は未成年後見人がない場合 

        ハ 当該一時保護をその開始した日から起算して７日以内に解除した場合 

      （４） 裁判官は、（３）の請求（以下この（一）において「一時保護状の請求」と

いう。）のあった児童について、（１）の場合に該当すると認めるときは、一

時保護状を発するものとした。ただし、明らかに一時保護の必要がないと認

めるときは、この限りでないものとした。（第 33 条第４項関係） 

      （５） （４）の一時保護状には、一時保護を行う児童の氏名、一時保護の理由、発

付の年月日、裁判所名並びに有効期間及び有効期間経過後は一時保護を開始
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することができずこれを返還しなければならない旨（（３）の後段に該当す

る場合に限る。）を記載し、裁判官がこれに記名押印しなければならないも

のとした。（第 33 条第５項関係） 

      （６） 一時保護状の請求についての裁判は、判事補が単独ですることができるも

のとした。（第 33 条第６項関係） 

      （７） 児童相談所長又は都道府県知事は、裁判官が一時保護状の請求を却下する

裁判をしたときは、速やかに一時保護を解除しなければならないものとした。

ただし、一時保護を行わなければ児童の生命又は心身に重大な危害が生じる

と見込まれるときは、児童相談所長又は都道府県知事は、当該裁判があった

日の翌日から起算して３日以内に限り、（１）の場合に該当し、かつ、一時

保護の必要があると認められる資料及び一時保護を行わなければ児童の生命

又は心身に重大な危害が生じると見込まれると認められる資料を添えて、簡

易裁判所の裁判官がした裁判に対しては管轄地方裁判所に、その他の裁判官

がした裁判に対してはその裁判官が所属する裁判所にその裁判の取消しを請

求することができるものとした。（第 33 条第７項関係） 

      （８） （７）のただし書の請求を受けた地方裁判所又は家庭裁判所は、合議体で

決定をしなければならないものとした。（第 33 条第８項関係） 

      （９） 児童相談所長又は都道府県知事は、（７）のただし書による請求をすると

きは、一時保護状の請求についての裁判が確定するまでの間、引き続き一時

保護を行うことができるものとした。（第 33 条第９項関係） 

      （10） （７）のただし書による請求を受けた裁判所は、当該請求がその規定に違

反したとき、又は請求が理由のないときは、決定で請求を棄却しなければな

らないものとした。（第 33 条第 10 項関係） 

      （11） （７）のただし書による請求を受けた裁判所は、当該請求が理由のあると

きは、決定で原裁判を取り消し、自ら一時保護状を発しなければならないも

のとした。（第 33 条第 11 項関係） 

    （二） 一時保護施設の設備及び運営に関する事項 

        都道府県は、一時保護施設の設備及び運営について、条例で、児童の身体的、

精神的及び社会的な発達のために必要な生活水準を確保する基準を定めなければ

ならないものとした。なお、当該施設の運営について、条例で基準を定めなけれ

ばならない事項として児童の安全の確保も含むこととした。（第 12 条の４関係） 

  ６ 児童福祉司の任用要件等に関する事項 

    （一） 児童福祉司の任用に係る要件について、児童虐待を受けた児童の保護その他

児童の福祉に関する専門的な対応を要する事項について、児童及びその保護者

に対する相談及び必要な指導等を通じて的確な支援を実施できる十分な知識及

び技術を有する者として内閣府令で定めるものを追加した。（第 13 条第３項第

１号関係） 

    （二） 指導教育担当児童福祉司に係る要件について、（一）の者のうち、内閣府令

で定める施設において２年以上相談援助業務に従事した者その他の内閣府令で

定めるものにあっては、児童福祉司としておおむね３年以上勤務した者であっ
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て、内閣総理大臣が定める基準に適合する研修の課程を修了したものを追加し

た。（第 13 条第６項関係） 

  ７ 保育士の登録に関する事項 

    （一） 禁錮以上の刑に処せられた者は保育士となることができないものとするほか、

児童の福祉に関する法律の規定により罰金の刑に処せられた者が保育士となる

ことができない期間を、その執行を終えた日等から起算して２年間から３年間

とした。（第 18 条の５関係） 

    （二） 都道府県知事は、保育士が児童生徒性暴力等（教育職員等による児童生徒性

暴力等の防止等に関する法律第２条第３項に規定する児童生徒性暴力等をいう。

以下同じ。）を行ったと認められる場合には、その登録を取り消さなければな

らないものとした。（第 18 条の 19 第１項第３号関係） 

    （三） 都道府県知事は、（二）により保育士の登録を取り消された者、（二）以外の

理由により保育士の登録を取り消された者のうち、その登録を受けた日以後の

行為が児童生徒性暴力等に該当していたと判明した者等（以下この（三）及び

（四）において「特定登録取消者」という。）については、その行った児童生徒

性暴力等の内容等を踏まえ、特定登録取消者の改善更生の状況その他その後の

事情により保育士の登録を行うのが適当であると認められる場合に限り、保育

士の登録を行うことができるものとし、当該登録を行うに当たっては、あらか

じめ、都道府県児童福祉審議会の意見を聴かなければならないものとした。（第

18 条の 20 の２第１項及び第２項関係） 

    （四） 都道府県知事は、（三）による登録を行おうとする際に必要があると認める

ときは、保育士の登録を取り消した都道府県知事その他の関係機関に対し、特

定登録取消者についてその行った児童生徒性暴力等の内容等を調査し、保育士

の登録を行うかどうかを判断するために必要な情報の提供を求めることができ

るものとした。（第 18 条の 20 の２第３項関係） 

    （五） 保育士を任命し、又は雇用する者は、その任命し、又は雇用する保育士につ

いて禁錮以上の刑に処せられた者若しくは児童の福祉に関する法律の規定によ

り罰金の刑に処せられ、その執行を終えた日等から３年を経過していない者に

該当すると認めたとき、又は児童生徒性暴力等を行ったと思料するときは、速

やかにその旨を都道府県知事に報告しなければならないものとした。（第 18 条

の 20 の３第１項関係） 

    （六） 国は、児童生徒性暴力等を行ったことにより保育士の登録を取り消された者

及びそれ以外の理由により保育士の登録を取り消された者のうちその登録を受

けた日以後の行為が児童生徒性暴力等に該当していたと判明したものについて、

その氏名、保育士の登録の取消しの事由、行った児童生徒性暴力等に関する情

報等に係るデータベースを整備するものとし、都道府県知事は、保育士が児童

生徒性暴力等を行ったことによりその登録を取り消したとき、又はそれ以外の

理由により保育士の登録を取り消した者についてその登録を受けた日以後の行

為が児童生徒性暴力等に該当していたと判明したときは、当該情報等を当該デ

ータベースに迅速に記録することその他必要な措置を講ずるものとした。（第
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18 条の 20 の４第１項及び第２項関係） 

    （七） 保育士を任命し、又は雇用する者は、保育士を任命し、又は雇用しようとす

るときは、（六）のデータベースを活用するものとした。（第 18 条の 20 の４

第３項関係） 

  ８ 認可を受けていない保育施設等の設置者に関する情報等の提供の求め等に関する事

項 

    （一） 都道府県知事は、認可を受けていない保育施設等の設置者に対して勧告を行

い、又は事業の停止若しくは施設の閉鎖を命ずるために必要があると認めると

きは、他の都道府県知事に対し、その勧告又は命令の対象となるべき施設の設

置者に関する情報その他の参考となるべき情報の提供を求めることができるも

のとした。（第 59 条第７項関係） 

    （二） 都道府県知事は、（一）の施設について、事業の停止又は施設の閉鎖に関す

る命令をした場合には、その旨を公表することができるものとした。（第 59 条

第９項関係） 

  ９ 児童の安全の確保に関する事項 

     児童福祉施設等の運営について、国が定める基準に従い、条例で基準を定めるべき

事項として児童の安全の確保を加えるものとした。（第 34 条の 16 第２項第２号及び

第 45 条第２項第３号関係） 

  10 都道府県及び市町村の支弁に関する事項 

    （一） 児童相談所長が児童又はその保護者を児童家庭支援センター等に委託して指

導させる場合等におけるこれらの指導に要する費用は、都道府県の支弁とする

ものとした。（第 50 条第６号の４関係） 

    （二） 里親支援センターにおいて行う里親支援事業に要する費用は、都道府県の支

弁とするものとした。（第 50 条第７号関係） 

    （三） 都道府県が行う児童自立生活援助の実施に要する費用は、満 20 歳以上の措置

解除者等で２の（二）に該当する者についても都道府県の支弁とするものとし

た。（第 50 条第７号の３関係） 

    （四） ２の（四）の（２）の措置に要する費用は、市町村の支弁とするものとした。

（第 51 条第２号の２関係） 

 

二 母子保健法の一部改正 

  １ 市町村は、母子保健に関する相談に応じなければならないものとし、母性並びに乳

児及び幼児に対する支援に関する計画の作成その他の支援を行うものとした。（第９

条の２関係） 

  ２ 一の１の（二）のこども家庭センターは、母性並びに乳児及び幼児の健康の保持及

び増進に関する包括的な支援を行うことを目的として、母子保健に関する相談や保健

指導、１の支援等の事業を行うものとした。（第 22 条関係） 

 

三 社会福祉法の一部改正 

    一の２の（三）の（１）の親子再統合支援事業、社会的養護自立支援拠点事業、意見表
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明等支援事業、妊産婦等生活援助事業、子育て世帯訪問支援事業、児童育成支援拠点事

業及び親子関係形成支援事業並びに一の３の（一）の（１）の里親支援センターを経営

する事業を第２種社会福祉事業に追加するものとした。（第２条第３項第２号関係） 

 

四 売春防止法の一部改正 

    婦人相談所長は、要保護女子であって配偶者のない女子等及びその者の監護すべき児

童について、一の２の（三）の（１）のニの妊産婦等生活援助事業の実施が適当である

と認めたときは、これらの者を当該事業の実施に係る都道府県又は市町村の長に報告し、

又は通知しなければならないものとした。（第 36 条の２関係） 

 

五 児童虐待の防止等に関する法律の一部改正 

    児童相談所長が、児童虐待を受けたと思われる児童等のうち一の２の（三）の（１）

のニの妊産婦等生活援助事業、一の２の（三）の（２）のロの一時預かり事業、一の２

の（三）の（１）のホの子育て世帯訪問支援事業、一の２の（三）の（１）のヘの児童育

成支援拠点事業又は一の２の（三）の（１）のトの親子関係形成支援事業の実施が適当

であると認めるものを、これらの事業の実施に係る都道府県又は市町村の長に報告し、

又は通知するものとした。（第８条第２項関係） 

 

六 国家戦略特別区域法の一部改正 

    国家戦略特別区域限定保育士の登録に関して、一の７と同様の改正を行うこととした。

（第 12 条の５関係） 

 

第三 経過措置及び関係法律の整備 

この法律の施行に関し、必要な経過措置を定めるとともに、関係法律について所要の

改正を行うこととした。（附則第３条～第 23 条関係） 

 

第四 施行期日 

    この法律は、令和６年４月１日から施行することとした。ただし、次に掲げる事項は、

それぞれ次に定める日から施行することとした。 

  一 一の８ 令和４年９月 15 日 

  二 一の７（（一）から（五）までに限る。）及び９並びに六の一部 令和５年４月１日 

  三 一の７（（六）及び（七）に限る。）及び六の一部 公布の日から起算して２年を超

えない範囲内において政令で定める日 

  四 一の５の（一） 公布の日から起算して３年を超えない範囲内において政令で定め

る日 

 


